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要旨
世界各地の貧困問題解消が達成されつつあるが、気候変動の脅威に曝されている。気候変動への対応を怠った場合、その結
果として、極端な貧困にある人々を2030年までに恒久的に貧困から救出するという、持続可能な開発目標 (SDGS) の第1目標
を達成する能力が危機に瀕することになる。 
石炭は世界第1位の二酸化炭素排出源である。歴史的な排出量の大部分は、前世紀における先進国地域の石炭関連産業

に由来し、今世紀初頭に最大のの排出国として、中国が加わった。気候変動に対する迅速かつ適切な対応のため、富裕経済
圏において石炭を低炭素のエネルギー源に置換する必要があることは、広く認識されている。石炭関連業界は、極度の貧困
を撲滅し、開発途上国の数十億人にのぼる人々のエネルギーアクセスを改善するには、石炭の利用拡大が不可欠であると主
張している。
しかし実際には、事実はその主張の正反対である。2030年までに極端な貧困とエネルギー貧困を撲滅するグローバルな

取り組みには、当該主張のような利用拡大は不要であり、また当該主張は地球の気候の安定化と両立し得ない。貧困の恒久
的解決策では、世界で最も裕福な経済圏で石炭を放棄することが必要とされ、開発途上経済圏において新たに石炭エネルギ
ーを急速に拡大することなく、極端な貧困を撲滅する必要があり、またそれは実現可能である。 

開発促進・石炭不使用の戦略
本ペーパーには、主要なメッセージが4つあり、結論と勧告にも要約されている。

石炭の先にあるもの ～ クリーンエネルギーのスケールアップによる世界各地の貧困撲滅への取り組み3　　

1.石炭の使用増加によりエネルギーの貧困は解消されない
電力が不足している世帯の一部では、電力供給のある地域と物理的に近接している場合があるが、地
区における管理が不十分であること、および接続費用が原因となって、電力網と接続されていない。こ
うした世帯は、発電所 (石炭使用・不使用を問わない) がアイドリング運転の状態にある時、電力が供
給されない状態となる。新たに石炭を使用しても、この問題は解決されない。これよりもさらに電力が
乏しい世帯は、電力供給のある地域から離れた場所で生活しており、その84%は遠隔地で生活してい
る。再生可能なソリューションを配置し、その規模を適切に拡大すれば、電力の無い人々のうち3分の2
以上に対して最も安価かつ迅速に電力を供給する方法となるであろう。クリーンかつ安全な調理は、石
炭エネルギーの増加ではなく、比較的クリーンな燃料とコンロの利用により、ほぼ実現される。

2.極端な貧困の削減において、石炭の貢献が過大評価されている
極端な貧困に対処するにあたり、多くの国が中国を模倣している。中国は自国の極端な貧困を劇的に
削減させ、専ら石炭により急速な産業化を推進した。しかし、1990年代の石炭利用の拡大前の中国で
極端な貧困が3分の2削減したのは、農業政策やマクロ経済上の政策の変更によるものである。産業化
は中国の全体的な経済的成功において重要である一方、1981年から2004年までの極端な貧困の減少
に対する産業化の貢献度は4分の1未満にすぎない。石炭消費の激増は2000年代になって初めて発生
し、増加率は1990年代の5倍に達した。

3.収入の貧困から人々を救済する上で、より良いエネルギーの選択肢
がある
エネルギーは、全域利用実現だけでなく、成長と雇用を推進し、よって人々の収入を増加させるために
も必要とされている。低炭素の再生可能エネルギーの選択肢は、石炭に対する競争力がある。米国で
は、太陽光発電からの電気の価格は、2009年以来、以上の60％を超える80％、および風力発電によっ
て下落しています。また、一部の再生可能エネルギーの間欠性を効果的に管理する選択肢もある。し
かし、石炭はその中に含まれていない。さらに、再生可能エネルギーは、より将来性の高い雇用創出源
でもあり、世界石炭協会独自の概算による2012年の雇用者数が700万人であるのに対し、再生可能エ
ネルギーのセクターでは、2015年に940万人を雇用している。 

主要 
メッセージ



4.石炭使用の増加により貧困が慢性化する
石炭の環境と気候に対する悪影響は、貧困生活を送る人々にとって明らかな脅威となる。石炭に起因
する大気汚染により、毎年中国では約67万件、インドでは約10万件の若年死が発生している。インドネ
シアに設置された、ある1ギガワットの発電所は、施設の耐用年数通算で2万6000件の若年死を発生
させると考えられている。主にアジアの開発途上地域において、石炭を燃料とする建設予定の発電所
のうち、3分の1を建設した場合、今世紀半ばまでに、世界の気温上昇が２℃を超え、数百万人を極度
の貧困の窮地に追いやると考えられている。世界銀行総裁のジム・ヨン・キム氏は「今、地域全体で石
炭の計画を実施した場合、人類は終焉を迎えるだろう... 地球全体が大惨事に見舞われるだろう。」と
述べている。
政治的利害関係や現行技術の利点など、石炭を燃料とする発電所が何件設置されるかを判断する

全ての要素を把握することは困難である。しかしながら、極端な貧困やエネルギーの貧困対策として、
そうした発電所は不要である。パリ協定、2030年までに世界各地の貧困を撲滅するというSDGの第1
の目標、そして2030年までに廉価かつ信頼性が高く、持続可能で現代的なエネルギーを世界全域で
利用可能にするというSDG第7目標を達成するには、再生可能で効率的なエネルギーシステムへの早
急な移行が必要とされる。 
次に挙げる実施項目を優先する必要がある。

 • G20諸国政府は、あらゆる形態の化石燃料補助金を中止する必要がある。 
 • 開発金融機関経由で支給される支援を含めて、石炭産出量を拡大するあらゆる形態の公的支援を
段階的に廃止する必要がある。 

 • 二国間および複数国間のルートによるあらゆるエネルギー支援は、2030年までに廉価かつ信頼性
が高く、持続可能で現代的なエネルギーを世界全域で利用可能にするというSDG第2目標の実現を
優先させる必要がある。 

 • 各開発機関は、それぞれ機関自身によるエネルギー支援が貧困削減と開発に与える影響を追跡す
る監視・報告の枠組みを適用する必要がある。 

 • 開発途上経済圏および新興経済圏は、パリ協定に基づきSDGSおよび約束草案の実施に歩調を合
わせて、継続可能かつ社会的に適正なエネルギー移行計画を立案し、開発パートナーに対して求
める支援を特定する必要がある。

 • 炭素リスク曝露に関して、公的・私的資金の透明性を向上させる必要がある。
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本政ポリシーペーパーの編集者組織である Catholic Agency For Overseas Development (カトリック海外開発機構)、 
Council on Energy, Environment and Water (エネルギー、環境および水に関する評議会)、クリスチャンエイド、Institute for 
Development Studies (開発研究所)、Institute for Essential Service Reform (重要サービス改革研究所)、海外開発研究所、
オックスファム、プラクティカルアクション、カリフォルニア大学バークレー校再生可能・適正エネルギー研究室、Vasudha 
Foundation (バスダ財団)、Misereor、Tierra Digna は、貧困撲滅および開発への取り組みへの支援、貧困層と弱者グルー
プの健全性に気候変動が及ぼす脅威を目撃してきた数十年間におよぶ経験の結果として、これらの結論に達した。 
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1. 石炭の使用増加により
エネルギーの貧困は解消
されない
現代におけるエネルギーの利用は、人間の発展および人間
の健全性と密接に関係しているものの、3人に1人は家庭調
理用のクリーンかつ安全なエネルギーを持たず、6人に1人
は電力の基本的な利用が出来ない。(世界銀行、IEA；2015年)
「エネルギーの貧困」の問題を抱えた人々は、薪や木炭、直
火や単純なコンロ、照明用のろうそくの炎やケロシンのラン
タンなどのエネルギー設備を利用している。こうした安全性
に欠け、質が悪く高価な燃料に依存することにより「エネルギ
ーの貧困」状態となっている。
こうした人々の健全性は、廉価で安全かつ信頼性の高い

現代のエネルギー設備を貧困家庭に提供することにより、変
化させることができる。高価な照明用燃料を電気の照明に置
きかえると、家計費が削減される。また、電気により携帯電話、
換気扇、テレビなどが利用可能になるほか、冷蔵庫に電力供
給して食品や医薬品、ワクチンなどの保存が可能になる。(オ
ルストンほか；2015年)より優れた燃料と効率の高いコンロを
用いた、クリーンかつ安全な調理方法により、代表的な環境
的死亡原因である室内大気汚染が削減される。(WHO；2014
年)エネルギー設備の利用を広げることにより、教育・医療の
成果が大きく改善され、中小企業や小自作農の生産性が向
上する。(世界銀行；2008年) 
エネルギーの全域利用実現において、最大の課題は、エ

ネルギー供給量を大幅に増加させずに、エネルギー利用が
最も少ない人々にエネルギーを提供することである。(ホガー
ス、グラノフ；2015年)極めて貧困な人々による現代的な電力
サービスへの累積的な有効需要要は少ない。開発途上圏に
おける需要増加予想の大部分は、すでに電力が供給されて
いる産業・商業・家庭における個人や企業による消費が占め
ている。開発のためには、この需要を充足することが重要であ
るが、それは全域における電力利用を実現するというSDG7
の目標達成に沿うものではない。 
世帯や地域に電力を供給する上で、技術的な選択肢が2

つある。ひとつは電力基幹設備を改善する方法、もうひとつ
は、分散型・広域分布型の個別システムを各世帯用として設
置する方法や、地域全体用として小規模の給電網を設置す
る方法である。いずれの場合も、電力利用を迅速に拡大する
上で、石炭による発電所の建設は不可欠ではない。エネルギ
ー貧困者層にエネルギーを供給するシステムを構築するた
めに石炭を燃料とする発電所が建設されることは希であり、
また重度のエネルギー貧困者層の家族は、給電網から離れ
た遠隔地で生活している。

電力貧困世帯の多くは、もどかしいほど給電網に近い場
所に居住している。こうした世帯への給電網拡大は、エネル
ギー利用のための重要な課題のひとつとなるであろう。しか
し、給電網からわずかに数キロメートル離れた地域では、電
力供給を阻む技術的障壁に直面している。特に人口密度が
低い場合、費用は問題のひとつであり、また世帯間を接続す
る低圧用送電線が原因でエネルギー損失が大きくなり、電力
システムが不安定になる。
政治的な障壁はそれにも増して大きい。電力部門の管理

が不十分であること、および政治的な支配下にあることによ
り、公共事業者が新たな電力供給源を新たに接続すること
や、貧困層消費者のための価格を引き下げるのが阻まれるこ
とが往々にしてある。こうした事象について、アフリカ進捗パ
ネルは、次のように考察している。「アフリカにおけるエネル
ギー危機の中核には、公共電力設備の管理がある。政府は往
々にして、公共施設を政治的支援の場であり、また汚職活動
の手段とみなしており、廉価なエネルギーの提供は、それら
と比較にならないほどの副次的な問題となっていることが多
い。(アフリカ進捗パネル；2015年)多くの開発途上国におい
て、電気料金は政治上の便宜的な価格が設定されており、そ
の料金は基幹設備の新規開発や既存設備の運営に関する
費用を賄うことが不可能な価格である。(スコット、セス；2015
年)公共設備が赤字操業している場合、新たな住宅への接続
や新たな地域への給電網拡大のための追加の資本投資は
困難である。 
新たに接続された世帯は消費電力が比較的低く (プエヨ

ほか；2015年)、通常は消費量で資本コストを賄い切れず、ま
た貧困世帯は政治的影響力が無い (オルストンほか；2015
年)ため、この問題は悪化している。さらに、これらの世帯は支
払うことが極めて困難な接続費に直面している。(パチャウリ
ほか；2013年)たとえば、ケニア、ルワンダ、タンザニア、ブルキ
ナファソ、中央アフリカ共和国では、接続費が平均月収を超え
ている。 (オルストンほか；2015年)その結果、地域が給電網
に接続されたとしても、多くの世帯は電力に接続されないま
ま数十年が経過するのが常である。(世界銀行；2008年) 
これは、給電網の近隣に居住するエネルギー貧困家族に

とって、石炭を燃料とするか如何を問わず、発電能力のある
発電所が新規建設されたとしても、近隣住民の電力接続を支
援するものとはならない。電力利用には、新規接続の前払い
費用への融資と、電源供給の真の費用が反映された、合理的
な料金設定が必要となるであろう。
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電力貧困の家庭および地域のうち推計で84%が、市街地
内の家庭および地域と比較して、給電網から離れた遠隔地に
ある（IEA；2011年）。こうした世帯にとって、新規の一極集中
型給電網における発電、送電、配電、接続を待つ必要は無く、
多くの場合、分散型の独立した小規模給電網によるソリュー
ションが、給電開始の最も迅速かつ費用対効果の高い方法
である。大型の発電所は、初期の投資決定時から発電開始ま
でに、10年以上を要する。アフリカ進捗パネルは、次のように
述べている。「2030年までに全ての人々にエネルギーを提供
することが目標であるならば、多額の資本投資が必要とされ
る大型の発電所では、その目標を達成できない。」(アフリカ
進捗パネル；2015年) 
風力や太陽光発電 (PV) などの再生可能エネルギー技術

は、たとえ大規模なものであっても、設置が格段に迅速であ
る。これらの技術の費用は急速に下落しており、今日におい
て、新しい世帯の大部分を電力に接続する上で、実現可能で
あり、廉価であり、かつ迅速に設置可能な選択肢である。(グラ
ノフ、ホガース；2015年a)たとえ最終的に住宅が一極集中型
給電網の電力に接続されるとしても、多くの場合、給電網外
の家庭用システムにより、便利で廉価な当面のエネルギー設
備が提供される。給電網外の事業や、小規模給電網を確実に
実現し、将来的に給電網に統合することに対する政府の援助
は、電力無供給の者が残されていないことを確実化する公共
サービスの提供とともに、電力利用を促進するものとなるで
あろう。
さらに、最も広く蔓延し、かつ最も有害なエネルギー貧困

は、電力の欠如ではなく、清潔で安全な、現代的調理手段の
欠如である。無換気で薪や木炭を使用した調理に起因する室

内の大気汚染は、世界第4位の死因となっており、安全ではな
い水やHIV・AIDS、マラリアを超える毎年430万人の死亡原
因となっている。(WHO；2014年)石炭による発電によるか、そ
の他のエネルギー源によるかを如何を問わず、電力供給を増
加させることは、現代的調理とほぼ無関係であることが多い。 
電気を使って調理が可能になっても、電気コンロはエネル

ギー消費量が大きく、今はまだ高額であるので、アフリカ、ア
ジアの貧困層消費者が電気による調理に切り替えることは少
ない。(世界銀行；2008年)電気コンロの費用が下落すれば、
こうした状況は変化する可能性がある。(プッティほか；2015
年)しかし、2030年までの世界全域における清潔・安全で現
代的な調理手段の利用実現には、先端技術を使用したコン
ロとともに、LPガス、バイオガスなどのクリーンな燃料の利用
を迅速に拡大する必要があるであろう。 
その一方、石炭の拡大の大部分は、エネルギー貧困層に

資することを目的とするものではない。下図に示す通り、現在
建設計画中の石炭発電所の大部分が、すでに電力利用の水
準が高い中国などの国で建設される予定である。電力を利
用出来ない人口が最も多い、サハラ砂漠以南のアフリカで
は、一部のアフリカ大陸南部諸国を除き、一極集中型の給電
網の拡大が人口増加に追いつかず、石炭の拡大計画ないし
利用可能な石炭備蓄量はごく僅かである。 
大規模な石炭発電の拡大計画があり、かつ電力を利用出

来ない人口が多いのは、東南アジアとインドのみである。東
南アジアおよび太平洋地域において、電力貧困層の人々の
大部分が、インドネシア、フィリピン、ソロモン諸島などの給電
網から離れた群島国か、あるいはパプアニューギニアなどの
山岳地帯の割合が多い国に居住している。 
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図1：世界各地における計画中の石炭パイプラインと電力が利用できない人口との比較 (地域別)
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出典：シアラーほか；2015年と世界銀行、IEA；2015年からの抜粋データのODIによる分析
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Box 1:インドの石炭はエネルギー貧困層の役に立ったか
前インド電力省長官のE.A.S. サルマ氏は、次のように述べている。

インドの人口12億4000万人は2億4700万世帯で構成されており、そのうち68%が遠隔地の村に居住してい
る。2011年国勢調査によれば、この遠隔地世帯のうち45%、7500万世帯が電力のない生活をしている。都市部世帯
のうち、600万世帯に電力が届かず、これは全体の8%である。10年間に発電能力約9万5000メガワットの石炭火力
発電設備が新たに追加されたにもかかわらず、2001年以来これらの数値には認識できるほどの変化は無い。(サル
マ；2015年) 

以下の地図では、石炭を燃料とする発電容量の増加が、今日に至るまでインド国民の新たな電力接続へと結実して
いないことが示されている。国内の電力のうち、75%が石炭により賄われている一方、石炭発電所の密集度が最も高
い地域の多くが、電力利用率が最低水準の地域でもある。(デュベイほか；2014年)事実、現政府が検討中の1基目の新
しい石炭発電所は、電力容量にされるのある地方である、グジャラートに建設される予定である。(ジャイ；2016年)

図2：インド国内の主要な石炭燃料の発電所周辺における世帯の電気利用実現率

データなし

電力利用世帯の割合（％）
エネルギー利用

極めて低い (<40)
低い (40～70)
ふつう (70～90)
高い (>90)

既存の発電所 (143)
計画中の発電所 (177)

出典：デュベイほか；2014年 



2. 極端な貧困の削減にお
いて、石炭の貢献が過大
評価されている
東アジアにおける「経済の奇跡」は、高水準で極端な貧困に
直面している国々や、当該国を支援する開発セクターが関心
を寄せる重要事項である。中国 (および中国には及ばないも
のの、ベトナム、タイ、インドネシア) は、直近数十年にわたり
急激に産業化され、経済成長の新時代を迎える一方、極端な
貧困層の人口を劇的に削減している。こうした経済成長は石
炭により推進されてきた部分が大きい。しかし、極端な貧困
層撲滅に対する石炭消費の相対的な貢献度は、誇張される
ことが多いため、より慎重に精査する必要がある。
中国では1981年から2004年の間に、1日あたり1ドル未

満で生活している人口が、5億人減少した。(チェン、レバリオ
ン；2007年)こうした成果のうち3分の2が、中国の産業化と
石炭による電力の大規模な拡大前の、1981年から1987年
に実現された。(IEA；1999年)1987年から1999年までの間、
進行を続ける中国の産業化において、石炭を燃料とするエ
ネルギー消費が著しく増加した。石炭を燃料とするエネルギ
ー消費量は、350テラワット時から900テラワット時へと、1年
あたり平均46テラワット時のペースで増加した。この期間の
最後の時点において、極端な貧困撲滅における中国の成功
は、その大部分が既に達成されていた。さらに、中国で石炭
発電が劇的に増加し始め、1年で平均230テラワット時の石

炭発電が増え続けたのは、10年間の産業化進行の後、1999
年以降のことである。2013年末までに、中国は1年で4120
テラワット時の石炭による電力を消費した。 (IEA、2001
～2015年／IEA；1999年) 
富裕層の所得の方が、エネルギー消費の増加との相関性

が高くなっている。1990年代の産業化により、拡大した中国
の中産階級と、それほど重度ではない貧困層が顕著な恩恵
を受け、2000年代の石炭ブームにより、多くの人々に莫大な
富がもたらされた。
しかし、これらの事象は、極端な貧困層の人々を救済する

こととは、別である。中国の経済的成功において、産業化が重
要な推進力であったことについて、疑う余地は無い。産業化に
よる貧困の削減は、たとえ極端な貧困対策における功績が、
往々にして指摘されるよりも少なかったとしても、依然として
重要であった。さらに、多数の開発経済学者は、農業から多
様化への移行が、より広範な繁栄の実現に必要であったとみ
なしている一方、こうした移行において石炭の拡大は不要で
ある。現在では、農業の変革や、製造などの社会的な受容性
が比較的高いセクターにおけるエネルギー需要を、低炭素
なソリューションで満たすことが可能となっている。(IRENA； 
2014年)
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Box 2:中国の極端な貧困層削減成功における真の推進力となったものは何か

世界銀行エコノミストのマーティン・レバリオン氏による詳細な時系列分析では、中国の極端な貧困層削減の成功が、
規制改変により実現した農業の生産性向上により推進されたことが明らかにされている。当該規制改変により、集団農
場が解体され、小自作農は、自分が所有する農場から経済的利益を得る権利を得た。(レバリオン；2008年)1980年か
ら1985年までの間、農業生産性は、毎年平均で7.5%増加したが、その大部分が最も貧困な世帯で増加した。都市化と
輸出向け製造業も貢献したが、その貢献割合は、1981年から2004年までの極端な貧困削減のうち、4分の1未満である
と言える。(世界銀行；2016年) 
産業化すること無く貧困の劇的な削減に成功した国家は皆無に等しいが、貧困な農業経済のうち、地方の貧困層に

利益をもたらすように農業の生産性を改善することなくして、極端な貧困の大幅な削減や産業化に成功した農業経済
は、全く存在しない。(レバリオン；2008年)開発が最も遅れている国々の多くにおいては、小規模農業が依然として主要
な雇用主であり、開発途上地域の労働力の48%を占める。 (チョンほか；2013年)サハラ砂漠以南のアフリカでは、小規
模農業の雇用従業員数が産業の雇用従業員数の7倍である。(Ibid.) 
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出典：IEA、2001年～2015年／IEA；1999年／チェン、レバリオン；2007年
注：数値は、履歴データが入手可能な、世界銀行の旧1日1ドル(購買力平価)貧困線を反映させたもの。

図3：中国の極端な貧困層は石炭発電が拡大される前に激減した
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3. 収入の貧困から人々を
救済する上で、より良いエ
ネルギーの選択肢がある
開発途上地域において、より大きな発電能力が喫緊に求めら
れている。発電能力が求められているのは、世界全域でのエ
ネルギー利用を確保するためだけでなく、電力供給を大幅に
増加させ、あらゆる層の人々に利益をもたらす可能性のある
市場と業界の継続可能な成長のために、生産性の高い用途
に電力を供給するためである。 
現在、全世界の電力供給のうち石炭が占める割合は 

42%、再生可能エネルギーはわずかに22%であり、多くの国
家のエネルギー構成において、石炭火力発電が主流となっ
ていることは事実である。しかし、現在石炭が主流であること
は、現在と将来における電力供給の増加経済の指標として不
十分である。発電所は長期的資産であるので、現在における
電力構成は、数十年前に設置された、石炭に重度に依存する
システムの遺物である。 
過度に保守的な国際エネルギー機関 (IEA) の予測 (ロバ

ーツ；2015年／IEA；2015年)でさえ、今後25年間で、再生可
能エネルギー (風力および太陽光PV) の発電容量は、石炭に
より従来の方針に基づき追加される発電容量の2倍に達する
であろうと報告している。2015年には、太陽光・風力・水力発
電所への投資は、ガスと石炭の発電所への投資の2倍以上に
達した。(REN21； 2016年)IEAは、2014年から2020年までの
間、水力以外の再生可能エネルギーの発電容量のみで、新
たな化石燃料の発電容量を毎年上回ると予測している。(ビ
ロル；2015年)
有史以来初めて、ほぼ全ての市場で各種再生可能エネ

ルギーが石炭に対して高い競争力を得ている。再生可能
エネルギー資源は、石炭と比べて潤沢であり、低価格であ
り、また再生可能エネルギー技術は柔軟に設置することが
可能であり、より多くの雇用を創出する、という利点がある。 
電力セクターが再生可能エネルギーを採用するよう計画し
ている場合、次に述べる通り電力セクターの信頼性も向上
する。

3.1.再生可能エネルギー資源は潤沢で 
ある
再生可能エネルギーの潜在的供給量は、現在のエネルギ
ー消費の数倍である。(IPCC；2012年)次に挙げるような世
界各地の資源マップ (図4) では、再生可能エネルギーが先
進国と開発途上国の両方に分布していることが示されてい
る。(IRENA；2016年a)

3.2.再生可能エネルギーは低コストな選
択肢である
現在、炭素排出量の多い他の選択肢に対し、他の選択肢の
汚染コストを勘案しなかった場合であっても、再生可能エネ
ルギーにはコスト競争力がある。再生可能エネルギーの価格
は、数十年にわたり順調に下落を続けてきた。再生可能エネ
ルギーは、長期にわたり競争力の転換点にあったが、近年数
年間のコスト低下は特に顕著である。風からのコストを60％
以上減少した一方で、例えば米国では、実用規模の太陽光発
電からの電気を発生させるコストは（2015ラザード）、2009年
から80％以上減少しました。世界的に同様の期間にわたり、
風力発電からのコストが18％以上下落した、と太陽光発電の
コストは以上の半減（IRENA2014b; IRENA、2015）。価格低
下を推進する革新は継続しており、本レポート出版時には、
これらの数値が既に過去のものとなるであろう。(ゼン、カメ
ン；2014年)残念ながら、政策立案者はこうした市場の新事実
を把握していないことが多い。 (バジリアンほか；2013年)
米国エネルギー情報局 (EIA) は、米国内で陸上の風力

発電と地熱発電施設により助成なしで発電された電力は、
従来の石炭による技術よりも平均で低価格であり、助成なし
の太陽光発電による電力は、「高効率」な超臨界・超々臨界
石炭技術よりも安価であると計算している。(EIA；2016年)こ
れに加え、石炭が高価 (特に石炭が輸入される場合) で、低
品質であり、したがって石炭の効率が低く汚染が激しい開発
途上国では、再生可能エネルギーは一層のコスト競争力を
得る可能性がある。その上、石炭による発電所の稼働時間
は平均60%程度であるのに対し、米国では稼働時間が85%
である。 (CTI、ETA；2014年／ビア；2007年／Bloomberg 
News；2014年／リーブライク；2015年／IEA；2015年)
たとえば、南アフリカは、石炭を燃料とする発電がアフリカ

地域で最も低額な場所だが、新設された4.7ギガワットのメド
ゥピ高性能石炭発電所の電力は、元の推定コストの2倍以上
のコストがかかる。(リンクレーター；2016年)またこの発電所
のコストは、南アフリカの2ギガワット陸上風力発電施設で発
電された電力と比べて17%高い。インドでは、電力開発担当
大臣が「新しい石炭発電所は、太陽光発電所よりもコストが
高くなると思う」(Climate Home；2016年) と述べている。この
発言は、インドにおける太陽光発電施設の調達入札価格が
極めて低いことにより裏付けられている。 (ケニング；2015年)
現在において、新興地域における再生可能エネルギーへの
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投資は、先進国における再生可能エネルギーへの投資を上
回っている。 (マクグラス；2016年)
発電コストは場所、資源、技術により大きく異なる。図5で

は、世界各地における各種技術による1キロワット時あたりの
電力コストが米ドルで示されている。世界各地の施設では、
大規模・小規模な水力、陸上風力、バイオマス、地熱、太陽光
PV、海上風力により、石炭に対して競争力のあるコストで発
電が実施されている。  

3.3.再生可能エネルギーは、柔軟に設置
できる
風力技術と太陽光技術は、その規模に対して得られる発電
量が比較的一定であるため、施設のサイズを様々な消費者
の特定のニーズに合わせることができる。(米国エネルギー
省；2015年／Go Solar California；2016年)既存のエネルギ
ー基幹設備が不十分であり、エネルギーのニーズが場合に
より異なる場所では、資金調達が困難な大規模エネルギー
施設と比べて、再生可能エネルギー技術は、この柔軟性によ
り迅速に設置可能である。たとえば、小自作農業は、多くの開
発途上国にとって最も重要なセクターであり、多くの場合、小
自作農のエネルギー需要は、太陽光PV、風力、小型水力そ

の他の再生可能エネルギー、あるいは内燃機関で発電する
給電網外あるいは小規模給電網の電力接続などの分散型
技術により、最も安価な方法で賄われる。(ホガース、グラノ
フ；2015年)

3.4.再生可能エネルギーの信頼性は向上
しつつある
再生可能エネルギーの使用にあたり、最も懸念を示される
問題は信頼性であることが多い。現在の太陽光発電や風力
発電は間欠的であり、供給量の変動に対応可能なリソース
で補完する必要がある、というのは正しい。しかし、水力、揚
水式電気貯蔵、地熱、そして短期的には天然ガスなど、より
即応性が高い発電能力を構築することで、グリッドの柔軟性
を容易に提供することができる。間欠性の再生可能エネル
ギーによる発電能力を補完する技術はどれかという問題は、
各国に存在する具体的なリソースと現行の発電システムに
より異なり、また当該技術は、全て環境や社会に対する厳重
な保護対策とともに開発し、あらゆる悪影響を緩和させる必
要がある。(デルッチ、ジェイコブソン；2011年／ファン・デ・
ベルク、ウィットリー；2016年)その一方で、石炭による電力
は、石炭発電所からの給電量の増減で発生する大きな非効
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図4：2050年における再生可能エネルギーのエネルギー源・地域別潜在的可能性 (単位：1年あたりのエクサジュー
ル(EJ/y))

地図：技術的な潜在的可能性により、
2007年の主要エネルギー需要を供給可
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出典：IRENA；2016年a



率性のため、再生可能エネルギーの予備として、とりわけ不
十分である。 
殆どの給電網では、間欠性により信頼性が低下するまで

再生可能エネルギーの容量を拡大する幅があり、また給電
網が高性能化し、需要管理が向上し、安価で効率的なエネ
ルギー備蓄技術が設置されれば、補完用の発電設備の必要
性は減少してゆくであろう。相互接続と需要対応により、既
に大きな節約が実現されている場合が多い。 (ウェバー、ロ
ー；2015年／ファン・デ・ベルク、ウィットリー；2016年)グアテ
マラ、ケニア、デンマークなど、多数の国において、柔軟性の
高い発電設備が使用され、給電網に水力以外の再生可能エ
ネルギーが追加されている。無論、安価であるものの間欠性
のある再生可能エネルギー技術が発電能力の主力となって
行くに従い、蓄電技術は不可欠であろう蓄電池は依然として
高価である一方、再生可能エネルギーの場合と同様の割合
でコストが低下しており、急速に競争力を増している。(エック
ハウス；2016年) 
また、再生可能エネルギーは、電力の価格という別の重要

な側面について、各種化石燃料よりも信頼性が高い。化石燃
料による発電コストは変動し、価格の乱高下の影響を受けや
すいが、再生可能エネルギー技術には、燃料費がかからず、
稼働コストも低い。再生可能エネルギーの発電所が建設され
た後は、発電のコストはゼロに等しい。化石燃料の輸入量削
減は、開発途上国、特に赤字収支で外貨準備高が少ない国
にとって大いに有益であろう。 
最後に、上述の通り、エネルギー源を問わず、発電能力の

追加のみでは、開発途上国の極めて信頼性が低い電力シス

テムは改善されないであろう。たとえば、インドは、2014年か
ら2015年にかけて、かつてないほどの大規模な発電容量の
追加を実施したが、そのうち、3分の1を超える容量は使われ
ていない。(ドゥート；2015年)電力供給会社による送電と財務
の管理失敗と供給不足が原因で、インドは依然として停電に
悩まされている。(ガーティカー；2015年) 

3.5.再生可能エネルギーにより、石炭より
も多くの雇用機会が創出されている 
石炭への依存度が高い国は、最終的に石炭が不使用とな
ると、失業者数が大幅に増えるのではないかという懸念を
示すことが多い。経済を石炭に依存する特定の国にとって、
この問題は深刻である。こうした段階的な使用中止と、それ
が特定の社会に及ぼす影響は、慎重かつ適正に管理する
必要がある。石炭からの移行により、炭鉱など一部で失業が
発生する。しかし、石炭からの移行により、低炭素排出エネ
ルギーシステムで必要とされる、より質の高い別の雇用も創
出される。2015年、太陽光、バイオエネルギー、風力、水力、
地熱など、成長を続ける再生可能エネルギー業界では、合
計で940万人が世界各地で雇用された。その一方、世界石
炭協会の独自の推計によると、既に成熟している石炭業界
では、2012年時点で700万人以上が直接業界で雇用され
ていた。(IRENA；2016年b／世界石炭協会；2012年／シン
ガー；2015年)2015年、再生可能エネルギー雇用市場の上
位4市場のうち、3つの雇用市場が中国 (3,5230,000)、ブラ
ジル (918,000)、インド (769,000) という新興経済圏にあっ

出典：IRENA (2015年)
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図 5：2014年～2015年における世界全体のエネルギー源別発電コスト (電力の均等化発電原価) の範囲
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た。(IRENA；2016年b)バングラディシュでは、家庭用太陽光
発電システム市場により、製造からアフターケアまでの一連
の流れで12万7000の雇用が創出された。(Ibid.)また、発電電
力単位あたりで創出される雇用数は、石炭と比較すると再生
可能エネルギーの方が大幅に多い。エネルギー構成全体に
占める再生可能エネルギーの割合は増加しているので、エ
ネルギー部門全体の雇用は増加すると予測することができ
る。したがって、利益が可能な限り広範囲にわたって配分され
る再生可能エネルギーの将来への適正な移行を確実化する
ことが課題となる。

こうした動向に鑑み、石炭発電の設備容量を大幅に増加さ
せ、包括的成長を推進する必要があるという主張について、
ここで再検討する。再生可能電力は潤沢にあり、信頼性が高
まりつつあり、現在において石炭に対するコスト競争力があ
る。また、石炭と比べると、再生可能電力は柔軟に設置可能で
あり、雇用の潜在性も大きい。再生可能電力によりエネルギ
ーの安全性が改善されるほか、第1章で述べたとおり、最も重
度の貧困層にエネルギーサービスを提供することができる。
東アフリカ、東南アジア、東ヨーロッパなど、広範な状況下に
おける近年の全ての事例で、国内開発のための貧困者層を
支援するクリーンなエネルギー戦略による即時的な経済面
での利点が報告されている。(キットナーほか；2016年／シャ
ーリー、カメン；2016年)
こうした事例を踏まえると、従前石炭により産業化を推

進した国が、現在も従前と同じエネルギーを選択する可
能性は低いであろう。事実、国際再生可能エネルギー機関
は、成長を続ける製造部門の需要に対処するために、再

生可能エネルギーの拡大のためのロードマップを提供し
た。(IRENA；2014年a)
たとえば、中国が現在産業化を実施していると仮定した

場合、中国の安全で廉価な再生可能エネルギーの莫大な
供給量を勘案すると、中国のエネルギー構成において石炭
が占める割合は小さいであろうと考えるのが妥当である。中
国には、世界最大の再生可能エネルギー能力がある。中国
が危険なほどの数の石炭発電所追加を計画しているのは
事実である。一方、つい最近、中国は現在の計画から石炭発
電所200件を棚上げにし、新規の石炭採掘の完全禁止令を
制定し、既存の石炭発電設備は過去最低の使用率で運用し
ている。(フォーサイス；2016年／デイヴィス・ボレン；2015
年／ Bloomberg News；2015年)事実、大気汚染による社会
的、環境的、経済的な負担のため、中国はGDPの9.7%から
13.2%の代償を支払うこととなり、そうした負担に対する大
衆の懸念が増加したことが、低炭素排出の再生可能エネル
ギーの方向性の魅力を強化することになった。(NCE；2014
年) 
このことは、特に開発途上地域において、再生可能エネ

ルギーの課題が皆無であることを意味するものではない。再
生可能エネルギーの施設は資金調達費用に敏感であり、施
設が効果的に電力を供給する能力は、給電網の管理方法に
より異なる。(NCE；2015年)電力セクターの資金調達と経営
は、従前から化石燃料中心であり、そのことにより再生可能
エネルギーのコストと統合上の課題が増加する。(Ibid.)再生
可能エネルギーへの投資は顕著な割合で増加を続けてお
り、こうした障壁に対処することで、投資はさらに加速するで
あろう。
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4. 石炭使用の増加により
貧困が慢性化する
石炭の生産・使用により、貧困から脱しようとする貧困世帯の
取り組みが阻害される可能性がある。 
開発途上国での石炭による健康に対する直接的な悪影響

は、特に疾病による経済的負担や、家族の若年死、水や土地
資源の劣化に対する備えが最も少ない貧困層の人々にとっ
て、壊滅的なものである。石炭火力発電は、アジアの開発途
上地域において、1年あたり次に挙げる件数の若年死を発生
させていると推定されている。

 • 中国：260,000～670,000件 (ダガン；2013年／スミス； 
2014年) 

 • インド：100,000件 (ゴエンカ、グッティクンダ；2013年)
 • インドネシア：7,100件 (計画中の発電能力に基づく予想
値28,000件) (グリーンピース；2015年) 

 • ベトナム：4,300件 (計画中の発電能力に基づく予想値
35,000件) (グリーンピース；2015年b)

インドネシアでは、1ギガワットの発電所1カ所につき、年
間約650件の若年死が発生し、発電所の寿命年数全体では
26,000件の死亡が発生すると推定されている。(グリーンピー
ス；2015年a)これらの推定値では、心臓発作、喘息、通院、救
急室での受診など、通常はるかに多数の人々に影響を与える
その他の健康面における負担が除外されている。(Ibid.)
また上記以外にも、石炭の利用により、その他の著しい環

境的な悪影響と人間の健康に対する悪影響を及ぼし、そうし
た影響のため、貧困対策の推進が阻害される。石炭業界は、
大量の淡水を取水し、消費し、汚染するので、限られた水資
源をめぐり、小自作農業など、貧困の削減で重要となる他の
セクターと競合する。既存の石炭発電所と計画中の石炭発電
所のうち、およそ44%が、水ストレスが「高い」から「極度に高
い」地域にある。これらの石炭発電所のうち4分の1は、水が補
充される速度よりも急速に取水されているため、地表水資源
と地下水資源が枯渇するおそれのある「レッドリスト」地域に
ある。 
この問題は中国とインドにおいて最も深刻である。中国の

全石炭発電所のうち約半数、そしてインドの全石炭発電所の
うち4分の1が、レッドリスト地域にある。長期化するインドの
干ばつにより、2010年以降多数の石炭発電所が操業を中止
しているため、計画停電が実施され、専門家の間では、一部
の州における石炭を火力発電の存続性が疑問視されてい
る。不足する水をめぐる石炭発電所と貧困農民との直接的な
競合により、すでに政治的軋轢や社会不安が発生している。(
カルデコット；2015年) 
また、石炭採掘により地域社会の人々が退去させられるこ

とも頻繁にある。インドだけで、1950年から1990年までの間

に、炭鉱の激増や、地下鉱山から露天掘り鉱への移行による
大規模な規模拡大に伴い、255万人が退去させられた。(ダウ
ニング；2002年)退去は、現在も続いている。バングラディシュ
北西部で計画されている露天掘り炭鉱のために、50,000人か
ら130,000人が直接的な退去の危機に曝されており、さらに
炭鉱により水資源と潅漑可能な土地が汚染されるのに従っ
て220,000人が移住を余儀なくされる可能性がある。(カラフ
ット；2008年)採掘に起因する退去は開発途上国に限らない
ものの、開発途上国の管理態勢は、退去人口や影響を受け
た人口に対する保護や賠償においては実効性が薄い可能性
がある。(ターミンスキー；2013年／バルチ；2013年)概して石
炭採掘は、都心部から遠く離れ、業界に対する中央政府の規
制能力が制限されている場所で行われるため、特にこうした
可能性が該当する。(ABColombia；2012年) 
こうした社会的・環境的な影響は、大きな経済的代償も伴

う。経済的代償は算出が困難であるが、米国では、こうした影
響に対する米国経済の代償は、毎年5000億ドルと概算され
ている。(シュワルツ；2016年)大気汚染に起因する疾病や死
亡に対する中国政府の代償はGDPの13%と概算されてい
る。(NCE；2014年)
こうした直接的な影響のほか、燃料としての石炭利用は、

気候変動という、貧困撲滅に対する最大の長期的脅威を推
進する主な要因となっている。現在の「炭素収支」では、気温
上昇を2℃未満に抑えつつ大気中に排出可能な温室効果ガ
スの量を推定している。世界全体がこの量を超えると、その
結果は世界各地の貧困撲滅への取り組みにとって、悲惨なも
のとなる。(グラノフほか；2015年／ハレゲイトほか；2016年) 
世界銀行は、たとえ気温上昇が2℃であったとしても、

その影響に対して貧困家庭を保護する対策を怠ると、そ
の気候変動により新たに1億人以上が極度の貧困生活を
送ることになる可能性があると予測想している。(ハレゲイ
トほか；2016年)2050年までに、気候変動の影響により概
算で7億2000万人が極度の貧困に陥る可能性がある。(グ
ラノフほか；2015年)この人数は、直近20年間に極度の貧
困から脱出した人々の人数とほぼ同じであるので、今日に
至るまでの貧困撲滅への取り組みの成果が、ほぼ全て霧
散されることになる。世界銀行は、気候変動への対応を怠
った場合、この気候変動により、2050年までに、最高で15
億人に甚大な影響が及ぶ可能性があると予測想してい
る。 (GFDRR；2016年)アフリカと南アジアが最も脆弱であ
る。(ハレゲイトほか；2016年)
気候変動により、サハラ以南のアフリカ、南アジア、東南

アジア、中国で約27億人の主な収入源となっている、世界
各地の海洋・地上において食料を製造するシステムの生産
性が阻害されるおそれがある。(グラノフほか；2015年)気
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候モデルでは、気候変動により、農民が穀物の種類を変え
る、潅漑を増強するなどして対応したとしても、世界各地の
穀類収穫量が、2030年までに5%、2080年までに30%減少
すると予測されている。(ハブリックほか；2015年)1.5℃から
2℃の温暖化シナリオでは、降雨により給水されているアフ
リカの農場全域で主要農期に作物が育たなくなる頻度が現
在の5年に1回から3年に1回に増加すると予測されている。 
(ジョーンズ、ソーントン；2009年)気候変動の結果、洪水、
干ばつ、暴風雨、熱波、伝染病など、気候に関連する災害の
程度と頻度が増加し、脆弱な家庭は極度の貧困に陥ると予
想される。 (IPCC；2013年／CAFOD；2014年／マンロー； 
2014年) 
石炭の消費には、気候変動を壊滅的レベルまで推進させ

る能力がある。計画中の石炭火力発電所のうち、3分の1が建
設された場合(イーデンホーファー；2015年)、新規の排出量
と、既存の基幹設備による施設の寿命全体の排出量とを合
わせると、2℃の炭素収支を超えるに十分な排出量となる。(
グラノフ、ホガース；2015年b)既存の基幹設備は、世界最富
裕レベルの国々と中国に存在し、計画中の基幹設備の大部
分がアジアの開発途上地域にあり、インドと中国だけで、新た
に建設される発電所のうち67%を占めている。世界銀行総裁
のジム・ヨン・キム氏は、最近の講演で次のように述べている。
「今、地域全体で石炭の計画を実施した場合、人類は終焉を

迎えるだろう... 地球全体が大惨事に見舞われるだろう。」 (ゴ
ールデンバーグ；2016年)
世界の平均気温の上昇を2℃未満に抑えるため、先進国

地域は可能な限り迅速に脱炭素化する必要がある。この必
要性は、社会正義と国際合意で要求されている。先進国地
域は、中国とともに、石炭を含めた電力セクターからの温暖
化ガスの主要な排出者である。しかし、地球の平均気温の
上昇を2℃未満に抑えるためには、世界全域で計画中の石
炭拡大を、全体として再検討する必要がある。2℃未満を維
持するには、確認されている石炭埋蔵量のうち、概算で88%
を、燃不可能なものとして取り扱う必要がある。(グラノフ、ホ
ガース；2015年b)最も効率的な「クリーン・コール」技術と分
類されている技術でさえも、石油やガスよりも格段に多く、再
生可能エネルギーよりも遙かに多くの汚染を排出する。(グ
ラノフ、ピカード；2015年／NREL；2014年)二酸化炭素の回
収・貯蔵 (CCS) は未実証の軽減策である。(ピカード、グラノ
フ；2015年)CCSが既に技術的・商業的に実証され、広く利
用可能であったとしても、危険な地球温暖化を防止するため
に、確認されている石炭埋蔵量のうち概算で82%を地中に残
しておく必要がある。(マクグレイド、エキンズ；2015年)
貧困者は、汚染技術の健康的・環境的・社会的負担を負う

ことが出来ない。貧困経済は、そうした技術の開発の経済的
負担を負うことができない。
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出典：グラノフ、ホガース；2015年b

図6：世界全体の既存基幹設備および提案されている石炭発電所計画の地域別施設寿命通算排出量 (単位：ギガ
トン CO2)
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結論 

石炭発電の拡大を継続することと、パリ協定を実施し、地球
温暖化を「2℃を十分に下回るもの」(UNFCC；2015年)に制
限することは、両立不可能である。また世界全域における電
力利用に関するSDG第7目標を含めたSDGSの達成におい
て、石炭発電の拡大を継続する必要は無い。世界最富裕レベ
ルの国々は、環境的理由と社会正義的理由により、率先して
石炭を燃料とする発電所を廃止する必要がある。これらの発
電所は、当該国の国民の健康に有害であり、気候変動を助長
し、よって世界各地の貧困者が貧困から脱出するのを阻害す
る。G7諸国のうち、米国と英国は石炭火力発電の撤廃を進め
ている一方、日本を始めとする他の国々は、石炭発電を撤廃
するどころか、拡大するなど、顕著に出遅れている。(リトルコ
ット；2015年) 
しかし、とりわけ石炭発電の拡大は開発途上地域で行

われているため、石炭発電を削減する先進国の措置だけで
は、2℃を十分に下回る状態を維持するには不十分である。
同様に、石炭発電の拡大は、極度の貧困やエネルギー貧困
の撲滅において、必要ではない。化石燃料に対するあらゆる
形態の公共支援は段階的に終了し、採掘から発電に至るま
で、石炭発電の増加に対する政府の支援を停止することが最
喫緊事項である。

1.石炭の使用増加によりエネルギーの貧
困は解消されない
エネルギー貧困には、電力利用の欠如と、クリーンかつ安全
な調理手段の欠如の2種類がある。電力を利用できない人々
の多くは、もどかしいほど給電網に近い場所に居住しており、
こうした人々が電力に接続できるようにすることが最も安価
な電力利用経路である。この経路で最大の障壁となっている
のが、行政的な意志の欠如、電力セクターによる管理不足と
政治的な支配下にあること、新しい世帯に電力を接続する際
のコストである。こうした問題は、石炭を燃料とするか如何を
問わず、新しい発電所を建設するだけでは解決しない。しか
し、電力利用できない人々の大部分にあたる84%が遠隔地
在住であり、一極集中型の給電網を到達させるには、費用が
高額になる。こうした人々のうち3分の2以上の人々に電力を
供給する最も迅速かつ安価な方法は、分散型の再生可能エ
ネルギーによるソリューション (独立した家庭用システムまた
は小規模給電網) である。最後に、クリーンで安全な調理用
電力の提供は、さしあたって電力とほぼ無関係であり、クリー
ンな燃料と効率の高いコンロの利用を推進する必要がある。 

2.極端な貧困の削減において、石炭の貢
献が過大評価されている
前世紀後半を通して、特に中国その他の東アジア諸国など、
複数の新興経済において、経済発展と産業化は石炭により
推進されてきた。高い水準の極端な貧困に直面している多く
の国が、中国の経済変換に倣おうとしている。しかし、極度の

貧困の削減においては、石炭の歴史的役割に関し、一層慎
重に検討する必要がある。極度の貧困削減における中国の
成功は、その大部分が中国における2000年代の石炭の劇的
な拡大以前であった。詳細な分析では、東アジアにおける極
度の貧困削減のうち、3分の2が、実際は農業の生産性改善
と、1987年以前のマクロ経済における政策により推進されて
いたことが示されている。産業化は、特に都市部において、中
産階級や軽度の貧困層の収入増加において重要な役割を担
っていたが、1981年から2004年の間の中国における極度の
貧困の減少において、産業化の貢献度は4分の1未満である。
中国が貧困層の多くの人々を貧困から救済することに成功
した前世紀末の20年間において、エネルギー消費は漸進的
かつ顕著に増加したが、中国による石炭の非常に急速な消
費は、今世紀の最初の10年間に始まったものである。これに
より、中国が極度の貧困層の救済を成功させる上で、石炭使
用、そして2000年から2010年にかけての著しい石炭消費が
担ってきた役割を再検討することが要求される。 

3.現在は、貧困の撲滅を推進する上で、 
より優れたエネルギーの選択肢が存在 
する。
発電は、エネルギー利用のためだけでなく、産業、商業の成
長のため、また中産階級の拡大のため、開発途上地域にお
いて切望されている。こうしたエネルギーのニーズの大部分
は、現在石炭無しで満たすことができる。有史以来初めて、
ほぼ全ての市場で各種再生可能エネルギーが石炭に対し
て高い競争力を得ている。2009年から2015年の間だけで、
太陽光PVと風力施設の平均費用低下は、それぞれ80%と
60%を超えた。多くの給電網では、従前から石炭による発電
能力が主流となっているものの、再生可能エネルギーによ
る発電能力の新規構築は、2014年以降、その他のエネルギ
ー源の発電能力を超えるペースで増加しているのは、このた
めである。2015年、成長を続ける再生可能エネルギー業界
では、製造から発電に至るサプライチェーン全体の合計で
940万人が雇用されていた。これは、既に成熟している石炭
業界のサプライチェーンにおいて、世界石炭協会が概算し
た2012年時点の直接的雇用者数である700万人を超える人
数である。一部の低炭素エネルギー源は間欠性であるため、
より高機能な給電網や蓄電池、需要と供給のバランスを取
った発電が必要となるが、石炭はこうしたシステムにおいて、
技術的補足として不十分であり、その他の柔軟性が高い選
択肢よりも汚染が激しい。再生可能エネルギーに代表され
る低炭素エネルギー源は、農業生産性、製造業、中小企業な
ど、例外なく全員を対象とする持続可能な成長のために給
電することが可能である。政府は再生可能エネルギーへの
投資を優先させ、再生可能エネルギーを支援し、統合する電
力セクターを開発する必要がある。石炭は19世紀の技術で
あり、現在の課題は、21世紀の技術によって対処するのが最
適である。 
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4.石炭使用の増加により貧困が慢性化 
する
石炭使用の増加は、貧困対策を停滞させる。化石燃料を燃
焼させることは世界各地の大気汚染の主な原因であり、石炭
の消費は、開発途上地域の健康危機と関連し、貧困層の人々
に、健康危機の影響を不当に及ぼしている。石炭発電所１基
が発生させる大気汚染は数千件の若年死を発生させ、心臓
疾患や肺疾患の症例を増加させる。「クリーン・コール」と分
類されている技術でさえ、発生する汚染は天然ガスよりも多

く、さらに再生可能エネルギーを遙かに凌ぐ。また、石炭の採
掘では、貴重な水資源を消費し、環境や社会への悪影響に関
与してきており、そうした影響により貧困が慢性化したり悪化
する可能性がある。たとえば、インドにおける最近の干ばつの
ため、一部の州では、不足している水資源をめぐり石炭発電
所のニーズが、貧困農民のニーズと競合している。現在計画
中の石炭拡大は気候変動を破滅的レベルへと悪化させるに
十分なものである。気候変動による影響は、不当にも、そうし
た影響に対応するための資源が最も少ない、最貧困層の人
々に及んでいる。



勧告
 
持続可能で公正なエネルギーの将来へと移行するため、次
に挙げる行動を優先させる必要がある。

1.G20諸国政府は、あらゆる形態の化石燃
料補助金を撤廃する必要がある。 
G20は、2025年までに化石燃料に対する公的支援を段階的
に中止するという自らのコミットメントを履行する必要があ
る。G7は、探査補助金を直ちに打ち切り、その他の補助金を
2020年までに打ち切り、さらに石油、ガス、石炭に対する各国
による支援につき透明性の高い報告を推奨することで、この
取り組みを主導する必要がある。公平な見地から、石炭その
他の化石燃料に対する補助金の速やかな打ち切りを主導す
ることが、G7に対して要求され、G20もこれに準ずることが要
求される。発電所に対する適切な汚染削減規制を設けること
により、これらの措置を補完、汚染の代償を汚染の原因とな
る者ではなく公衆に負わせることによって生じる負担を政府
の補助で暗黙の内に処理することは止めなければならない。 

2.開発金融機関経由で支給される支援を
含めて、石炭発電量を拡大するあらゆる
形態の政府支援を段階的に廃止する必
要がある。

開発途上国内のエネルギーに対する政府の支援は、財務、
技術、政策関連の研修を提供して再生可能な効率の高いエ
ネルギーシステムへの移行または飛躍的転換を支援するも
の、および一極集中型と分散型の両給電技術に対するその
他の支援である必要がある。公共機関は、エネルギー投資の
意志決定におけるアカウンタビリティ、透明性、民間の参加を
強化する必要がある。 

3.二国間および複数国間のルートによる
あらゆるエネルギー支援は、2030年まで
に廉価かつ信頼性が高く、持続可能で現
代的なエネルギーを世界全域で利用可
能にするというSDG７の実現を優先させる
必要がある。

これに伴い、クリーンエネルギーに対する投資、エネルギー
利用、とりわけ貧困層と脆弱層のエネルギーサービス利用を
実現するために必要とされる分散型の電力利用およびクリー
ンな調理手段への支援を増加させる必要がある。

 
4.各開発機関は、それぞれの機関自身に
よるエネルギー支援が貧困削減と開発に
与える影響を追跡する監視・報告の枠組
みを適用する必要がある。
追跡の枠組みでは、推計ではなく実際の電力接続とクリーン
な調理手段が貧困層に提供されているかを計測する必要
がある。またこの枠組みでは、国連のSustainable Energy for 
Allイニシアティブに基づき開発された、世界銀行のGlobal 
Tracking Frameworkのリーダーシップに基づき、開発機関
は自らが提供したエネルギーサービスについて、その信頼
性、購買力に見合った価格、安全性を追跡する必要がある。

5.開発途上経済圏および新興経済圏は、
パリ協定に基づきSDGSおよび国内で策定
した貢献の実施に歩調を合わせて、継続
可能かつ社会的に適正なエネルギー移
行計画を立案し、開発パートナーに対して
求める支援を特定する必要がある。

現在石炭に依存している国々は、石炭に対する追加投資を
漸進的に停止するスケジュールに取り組み、石炭依存型社会
が持続可能な雇用へと移行するのを支援する方法の計画を
策定する必要がある。開発途上経済圏および新興経済圏も
また、複数国間あるいは二国間の相互開発パートナーの支
援を得て、給電網内外の電力接続の規模拡大と現代的な調
理手段への投資目標を含めた、現代的エネルギーの利用に
関するSDG第7目標を達成するための計画を策定する必要
がある。電力セクターの改革では、再生可能エネルギー技術
がもたらす機会を活用し、それらを採用するよう計画する必
要がある。

6.炭素リスク曝露に関して、公的・私的資
金の透明性を向上させる必要がある。
各公共機関は、各機関自身の炭素リスクへの曝露を開示す
る上で、ベストプラクティスを適用していることを確認する必
要がある。発達した金融システムが存在する国家の政府は、
金融規制も実施して、民間セクターによる炭素リスクの公正
な開示を確認する必要がある。 
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